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平成２９年度決算の概要 

○ 歳入…市税は３年ぶりの増 

景気の緩やかな回復を背景に個人市民税、法人市民税ともに増加し、市税が３

年ぶりに増加した。 

なお、市税収入率は９８．２％と７年連続上昇となり、市発足以来最高の収入率と

なった。 

また、県費負担教職員制度の見直しに伴い、県税交付金、地方交付税等が増加

した。 

○ 歳出…福祉・医療関係経費は引き続き増

幼稚園及び保育所等に対する施設型給付事業の増などにより、扶助費は引き続

き増加した。 

県費負担教職員の給与負担等の権限移譲に伴う給与費等の増加により、人件

費が４６４億円の増加となった。 

スタジアム整備の終了等により、投資的経費は６７億円の減少となった。 

○ 財源調整用基金残高は、前年度同水準を維持 

平成２９年度末における基金残高は、前年度末の２９５億円から２億円減の２９３

億円で、ほぼ同水準を維持した。 

○ 市債残高 … 臨時財政対策債を除く市債残高は減少 

臨時財政対策債を除く市債残高は７，７６５億円となり、対前年度比１４７億円の

減少となった。 
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１ 一般会計 

（１） 概 要 

 ① 決算規模は、歳入、歳出ともに対前年度比増 

平成２９年度一般会計決算は、歳入決算額５，５２２億６３百万円、 

歳出決算額５，４８８億６０百万円で、県費負担教職員制度の見直しなどに伴い、 

いずれも前年度より増加した。 
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※以下、歳入歳出決算額の端数処理により、表中の数値（億円）が本文の数値と合わない場合がある。 

 ② 実質収支は５１年連続の黒字 

    実質収支は１７億５百万円で、昭和４２年度以降５１年連続の黒字となった。 

（単位：百万円）

区　　　　　分 ２９年度 ２８年度 増減額 増減率

歳入決算額（A） 552,263 514,002 38,261 7.4%

歳出決算額（B） 548,860 510,973 37,887 7.4%

形式収支（C=A-B） 3,403 3,029 374 12.4%

繰り越すべき財源（D） 1,698 1,750 △ 52 △ 2.9%

実質収支（E=C-D） 1,705 1,279 426 33.3%
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（２） 歳入の主な特徴 

① 市税収入 … ３年ぶりの増

市税全体では景気の緩やかな回復を背景に個人市民税、法人市民税、固定資産

税ともに増加し、１，５７４億５０百万円と対前年度１３億２３百万円(＋０．８％)の増とな

った。 

・ 個人市民税は、給与所得者の所得金額が増となったことなどにより、４７１億２０百

万円と対前年度３億６０百万円（＋０．８％）の増となった。 

・ 法人市民税は、景気の緩やかな回復により企業収益が改善し、１２５億８１百万円と

対前年度５億７７百万円（＋４．８％）の増となった。 

・ 固定資産税は、家屋の新増築に伴い増となったことなどにより、６９１億３百万円と

対前年度４億８５百万円（＋０．７％）の増となった。 

・ 市たばこ税は、たばこ離れ及び加熱式たばこの普及に伴う売り渡し本数の減少に

より、７１億８９百万円と対前年度４億２百万円（△５．３％）の減となった。 

・ 市税収入率は、９８．２％と前年度に比べ０．３ポイント上昇し、７年連続の上昇とな

り市発足以来最高の収入率となった。 
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② 地方交付税等 … 地方交付税、臨時財政対策債ともに増 

県費負担教職員の給与負担等の権限移譲に伴う影響等により、地方交付税６１７

億２７百万円と臨時財政対策債３３４億２３百万円を合わせた総額は、９５１億５０百万

円で、対前年度１８６億２４百万円（＋２４．３％）の増となった。 

■臨時財政対策債…国の地方交付税への財源不足対策として、平成１３年度に創設された

地方債。その元利償還金相当額については、全額が後年度地方交付税

で措置される。 

③ 市債発行額 

 … 臨時財政対策債を除く発行額は、対前年度２２億円の減 

地方交付税の振り替えである臨時財政対策債を除く市債発行額は、 

３６２億８２百万円で、対前年度２１億５１百万円（△５．６％）の減となり、歳入全体に

占める割合は、前年度を０．９ポイント下回り、６．６％となった。 

なお、臨時財政対策債を含めた市債発行額は、６９７億５百万円で、対前年度 

５２億５４百万円（＋８．２％）の増となり、歳入全体に占める市債の割合は、 

前年度横ばいの１２．６％となった。 
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（３） 歳出（性質別）の主な特徴 

① 義務的経費 … 扶助費の増等により４年連続の増 

人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費は３，１１０億８６百万円で、前年度

を４９７億４２百万円（＋１９．０％）上回り、４年連続の増となった。 

義務的経費比率については、５６．７％と前年度から５．６ポイント増加した。 

人件費は、県費負担教職員の給与負担等の権限移譲に伴う給与費等の増加に

より、対前年度４６４億円（＋７２．２％）増の１，１０６億４３百万円となり、人件費比

率は、２０．２％となった。 

また、扶助費は、幼稚園及び保育所等に対する施設型給付事業の増等により、

対前年度３０億６４百万円（＋２．３％）増の１，３４１億９４百万円となり、過去最高額

となった。 

さらに、公債費は、公債償還基金積立金の増等により、対前年度２億７８百万円

（＋０．４％）増の６６２億４８百万円となった。 

県費負担教職員の給与負担等の権限移譲の影響を除いた場合の義務的経費比

率は、５２．７％と１．６ポイントの増加となっている。 

    ■扶助費・・・福祉の法令等に基づいて実施する医療費の援助や各種手当ての 

支給、生活保護費、福祉施設の運営などに要する経費 
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② 扶助費及び福祉・医療関係繰出金 

 … 高齢社会の進展等に伴い、１１年連続の増 

高齢社会の進展や福祉・子育て環境の更なる充実に伴い、扶助費及び福祉・医療関

係繰出金は、１，７７６億４３百万円で、対前年度１２億１９百万円（＋０．７％）の増と１１年

連続の増となった。 

■福祉・医療関係繰出金・・・国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療の各特別 

会計への繰出金 

③ 投資的経費 … スタジアム整備事業終了等による減 

投資的経費は、スタジアム整備事業が終了したことなどにより、 

６６３億３５百万円となり、対前年度６６億８６百万円（△９．２％）の減となった。投資

的経費比率は１２．１％と前年度から２．２ポイント減少した。 
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（４） 財源調整用基金残高… 前年度同水準を維持        

平成２９年度末における基金残高は前年度末の２９５億円から２億円減少し、２９３億

円となった。 

（５） 市債残高 …臨時財政対策債を除く市債残高は減少 

臨時財政対策債を含めた市債残高は、１兆１，０２８億７０百万円となり、対前年度 

１６５億９０百万円（＋１．５％）の増となった。 

また、臨時財政対策債を除く市債残高は、７，７６４億８３百万円となり、対前年度 

１４６億７６百万円（△１．９％）の減となった。 
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２ 特別会計 

○ 実質収支は２１会計中１８会計が黒字 

北九州市の平成２９年度特別会計決算は、歳入決算額５，５４９億４０百万円、歳出決

算額５，３７０億６８百万円で、実質収支は１７２億９７百万円の黒字となった。 

２１会計のうち、公債償還特別会計、土地取得特別会計、臨海部産業用地貸付特別会

計が収支ゼロ、前記を除く１８会計で実質収支は黒字となった。 

３ 企業会計 

○ 損益収支は５会計中２会計が赤字 

平成２９年度企業会計決算において、損益収支は交通事業会計と病院事業会計の２

会計が赤字となった。 

区　　分 上水道事業 工業用水道 交通事業 病院事業 下水道事業

損益収支 2,349 387 △ 95 △ 901 1,222

単年度実質収支 429 9 △ 66 △ 246 △ 214

平成２９年度末資金剰余 6,029 1,783 1,499 3,131 2,717

（単位：百万円）

（１） 上水道事業会計では、宗像地区事務組合や古賀市への用水供給の増により料金収

入が増加したものの、水力発電による売電収入が減少したことなどから、損益収支の額

は前年度より１億４８百万円減少し、２３億４９百万円の黒字となった。 

（２） 工業用水道事業会計では、契約水量の増により料金収入は増加したものの、退職給

付引当金繰入額が増加したことなどから、損益収支の額は前年度より８８百万円減少し、

３億８７百万円の黒字となった。 

（３） 交通事業会計では、貸切人員の増による料金収入やスクールバス等の受託収入の

増加があったものの、軽油価格の高騰により燃料費が増加したことなどから、損益収支

の額は前年度より６３百万円減少し、９５百万円の赤字となった。 

（４） 病院事業会計では、診療業務に係る経費が減少した一方、入院患者の減により料金

収入が減少したことなどから、損益収支の額は前年度より３億３３百万円改善したもの

の、９億１百万円の赤字となった。 
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（５） 下水道事業会計では、有収水量の減により料金収入が減少したことや、退職給付引

当金繰入額が増加したことなどから、損益収支の額は前年度より３億５６百万円減少し、

１２億２２百万円の黒字となった。 

４ 平成２９年度における収支改善の取組み 

「北九州市行財政改革大綱」等に基づく収支改善効果額は、１０億円。 

効果額は一般財源ベース（単位：億円）

効果額 備　　　考

小　計 1

小　計 9

10

・広告事業の拡充　など

区　　　分

職員数の削減等人件費の見直し

広告収入等歳入の確保

・人件費の削減
・持家に係る住居手当の廃止　など

1

平成２９年度における経営改善額

歳　出
事務事業の見直し

歳　入

4

・事務事業の見直し（裁量的経費の見
直し等）　など
5
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５ 健全化判断比率等

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」で定められた健全化判断比率等は、

フローとストックの両面から財政の健全性を総合的に判断するものである。 

（１） 実質赤字比率 ・・・  － ％ 【H２８： － ％】

（実質黒字のため、比率なし） 

一般会計等の実質的な赤字額の標準財政規模（自治体が標準的な状態で通常収

入が見込まれる一般財源の規模）に対する割合によって、財政運営の健全性を表す

指標。

      平成２９年度決算において実質黒字であったため、実質赤字比率はない。 

      ■本市に適用される基準   早期健全化基準   １１．２５％ 

                         財政再生基準     ２０．００％ 

一般会計等：一般会計、土地区画整理、土地区画整理清算、公債償還、 

住宅新築資金等貸付、土地取得、母子父子寡婦福祉資金、 

臨海部産業用地貸付の各特別会計 

（２） 連結実質赤字比率 ・・・  － ％ 【H２８： － ％】

（実質黒字のため、比率なし） 

企業会計等を含む市全体での実質的な赤字額の標準財政規模に対する割合に 

よって、財政運営の健全性を表す指標。 

      平成２９年度決算において実質黒字であったため、連結実質赤字比率はない。 

      ■本市に適用される基準  早期健全化基準   １６．２５％ 

                        財政再生基準      ３０．００％ 

（３） 実質公債費比率 ・・・ １２．２％ 【H２８：１３．７％】

      地方債償還額及び地方債の償還に準じる歳出額の標準財政規模に対する割合に

よって、財政運営の健全性を表す指標。３ヶ年平均で算出する。 

（28 年度：H26～H28、 29 年度：H27～H29） 

前年度から１．５ポイント低下したが、これは県費負担教職員の給与負担等の権限

移譲に伴い、標準財政規模が増加したことなどによるものである。（H26 と H29 の単

年度比較）   

      ■本市に適用される基準   地方債許可制移行基準   １８．０％ 

                         早期健全化基準        ２５．０％ 

                         財政再生基準            ３５．０％ 
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（４） 将来負担比率 ・・・ １７５．６％ 【H２８：１８７．９％】 

       一般会計等の地方債残高をはじめとした、将来負担することが見込まれる各種経

費の総額の標準財政規模に対する割合によって、市の将来に向けた財政運営の健

全性を表す指標。 

       前年度から１２．３ポイント減少したが、これは県費負担教職員の給与負担等の権

限移譲に伴い、標準財政規模が増加したことなどによるものである。 

      ■本市に適用される基準   早期健全化基準   ４００．０％ 

（５） 資金不足比率 ・・・  － ％ 【H２８： － ％】

（資金不足を生じた会計がないため、比率なし） 

      公営企業会計ごとの資金不足額が、営業収益等の事業規模に対してどの程度の割

合があるかによって、公営企業会計の経営の健全性を表す指標。 

      平成２９年度決算においては、前年度と同様、公営企業会計全てにおいて資金不足

を生じていないため、資金不足比率はない。 

      ■本市に適用される基準   経営健全化基準  ２０．０％ 

健全化判断比率等が基準以上となると・・・ 

■早期健全化基準以上である場合 → 【自主的な改善努力による財政健全化】 

     ・財政健全化計画（公営企業会計においては、経営健全化計画）の策定の義務付け 

     ・実施状況を毎年度議会及び総務大臣に報告 

     ・財政運営に関して、総務大臣による勧告 

■財政再生基準以上である場合 → 【国の関与による確実な再生】 

     ・財政再生計画の策定及び計画に基づく予算編成の義務付け 

     ・財政再生計画の内容を総務大臣に協議し、 

       同意がない場合＝災害復旧等、一定の場合を除く地方債の起債を制限 

       同意がある場合＝収支不足額を振り替える地方債（再生振替特例債）が起債可能 

     ・財政運営に関して、総務大臣による勧告（予算の変更等を含む） 


